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はじめに 

本市では、｢誰もが住み良い豊かなくらしを実感できる、市民みんなでつくる夢のあ

るまちづくり｣を基本理念とした｢佐野市市民活動推進計画」及び｢佐野市市民活動推進

計画(第二期計画)｣の施策の取組を推進してまいりました。 

 本市を取り巻く社会環境は、急速に進行する人口減少や少子高齢化、全国各地で発

生する大規模災害による安全･安心に対する意識の高まりなど、対応すべき課題が大き

く変化してきております｡ 市民活動を取り巻く環境につきましても、市民活動の担い

手の高齢化が進行する中、今後、市民活動の担い手となる人材の育成等も今まで以上

に重要となってまいります。これらの新たな課題に対応するために、｢佐野市市民活動

推進計画(第三期計画)｣を策定いたしました｡ 

また、平成３１(２０１９)年１月に協働による自治の推進の必要性を定めた「佐野

市自治基本条例」が施行となりました。これらを踏まえ、｢市民参加による自立したま

ちづくり｣を基本理念として、市民の皆様との連携を図りながら、協働によるまちづく

りを進めていきたいと考えております｡ 

結びに、本計画策定にあたり、貴重なご意見･ご提言をいただきました佐野市市民活

動推進委員会委員の皆様をはじめ、関係の皆様に厚くお礼を申し上げます。 

 

平成３１(２０１９)年３月 

             佐野市長 岡 部 正 英 
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第１節 計画策定の趣旨 

本市では、平成１９（２００７）年１２月に、佐野市市民活動推進条例を制定し、市民活

動を推進し、人と人との触れ合いの輪を広げ、生き生きと暮らしやすい地域社会の実現を目

指してきました。また、市民活動の推進に関する施策を総合的に策定し実施するため、平成

２２（２０１０）年３月に佐野市市民活動推進計画を、平成２６（２０１４）年３月に佐野

市市民活動推進計画（第二期計画）を策定し、市民活動を推進してきました。 

さて、阪神・淡路大震災後、ボランティア活動を支援する新たな制度として、平成１０

（１９９８）年に制定された特定非営利活動促進法は、平成２８（２０１６）年の法律改正

により制度の使いやすさと信頼性がさらに向上しました。また、東日本大震災等において、

町会等のコミュニティの役割や重要性が再認識されました。さらに、平成２８（２０１６）

年の介護保険法の改正により、高齢者の在宅生活を支えるため、ＮＰＯや町会等の多様な事

業主体による生活支援・介護予防サービスを提供することが求められています。 

このような状況の中、本市では、平成３０（２０１８）年３月に「第２次佐野市総合計画

基本構想」(※)を策定し、今後のまちづくりの方向性とその実現に向けた取組を明らかにしま

した。その中で、基本目標７として「市民参加による自立したまちづくり」を掲げ、「市民や

町会をはじめとする各種団体等と行政との協働によるまちづくりを推進し、市民参加の機会

やコミュニティ活動の充実を図ります。」としています。また、平成３１（２０１９）年１月

には、協働による自治の推進の必要性を定めた「佐野市自治基本条例」が施行となりました。 

これらを踏まえ、佐野市市民活動推進計画（第三期計画）は、佐野市市民活動推進条例の

基本理念を実現するための､基本的な取組方針や施策、事業などをまとめ策定するものです。 

(※)第２次佐野市総合計画基本構想 

本市が目指すべき将来像やそれを実現するための行政経営方針等を示すもので、計画期間を平成３０ 

（２０１８）年度から平成４１（２０２９）年度までの１２年間としている。 

  

 

第1章 計画の策定にあたって 
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第２節 計画の位置づけ 

本計画は、佐野市市民活動推進条例第４条第１項に規定する「市民活動の推進に関する施

策を総合的に策定し、実施」するために策定するものです。 

さらに、第２次佐野市総合計画の部門計画としての性格を有し、今後の市民との協働の推

進に関する基本目標と推進施策を明らかにします。 

 

第３節 計画期間 

本計画の計画期間は、平成３１（２０１９）年度から平成３３（２０２１）年度までとし

ます。 

 

第２次佐野市総合計画と佐野市市民活動推進計画（第三期計画）の関連性 

佐野市市民活動推進計画（第三期計画）は、第２次佐野市総合計画前期基本計画の基本

目標７「市民参加による自立したまちづくり」を推進するために基本目標や推進施策を定

めたものです。 

 

○第２次佐野市総合計画及び市民活動推進計画の構成と期間 

        2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

基本構想 

２年 

中期４年 

１２年 

前期４年 後期４年 

２年 ２年 ２年 ２年 ２年 

基本計画 

実施計画 

市民活動推進計画 
第 三 期 

2019～2021年度 

第 五 期 

2026～2029年度 

第 四 期 

2022～2025年度 

第

２

次

佐

野

市

総

合

計
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第１節 市民活動・市民協働の理念 

本市では、平成１９（２００７）年１２月に佐野市市民活動推進条例を制定し、市がめざす

まちづくりの中で市民活動・市民協働が果たす意義を明らかにしています。 

第３条に、基本理念を示し、この理念に基づき市民活動・市民協働を推進していきます。 

 

（基本理念） 

第３条 市民、市民活動団体、事業者及び市は、相互に理解を深め、対等な立場で協働する

ことにより市民活動を推進するものとする。 

２ 市民活動の推進に当たっては、市民活動の自主性及び自立性が尊重されなければならな

い。 

 

第２節 用語の定義 

市民活動 

営利を目的とせず、不特定多数の者の利益の増進に寄与することを目的として自主的

に行うもので、次のいずれにも該当しないものをいいます。 

(１) 宗教の教義を広め、及び儀式行事を行い、並びに信者を教化し、及び育成するこ

とを目的とする活動 

(２) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする活動 

(３) 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をい 

う。以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職 

にある者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動 

市民活動団体 

市民活動を行うことを主たる目的とし、継続的にその活動を行う団体をいいます。 

ＮＰＯやボランティア団体のように特定の目的の実現のために活動する団体や町会やコ

ミュニティ協議会のように一定の地域に住む人たちが地域住民間の相互扶助を目的とし

て活動する団体があります。 

  

 

第２章 市民活動・市民協働の理念 
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第３節 市民活動を担う主体の役割 

佐野市市民活動推進条例において、市民、市民活動団体、事業者、市の役割を次のとおり

規定しています。 

市民 

市民活動の基本理念にのっとり、市民活動に関する理解を深めるとともに、市民活動   

に積極的に参加するよう努めるものとする。 

市民活動団体 

市民活動の基本理念にのっとり、市民活動を行うとともに、当該市民活動団体に関す 

る情報を積極的に提供し、広く市民に理解されるよう努めるものとする。 

事業者 

市民活動の基本理念にのっとり、地域社会の一員として、市民活動に関する理解を深め 

自発的に市民活動の発展及び推進に協力し、これを支援するよう努めるものとする。 

市 

市民活動の基本理念にのっとり、市民活動の推進に関する施策を総合的に策定し、実 

施しなければならない。施策の実施に当たっては、当該施策に市民、市民活動団体及び

事業者の意見が反映されるよう努めるものとする。また、市民活動が円滑に推進される

よう適切な措置を講ずるものとする。 
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第１節 本市における市民活動の推進に関する取組のあゆみ 

時 期 内   容 

平成１８（２００６）年４月 
佐野市総合ボランティアセンターに指定管理者制度(※1)

を導入 

平成２０（２００８）年４月 佐野市市民活動推進条例施行 

佐野市総合ボランティアセンターを廃止し、佐野市市民

活動センターを設置 

ＮＰＯ法人の認証事務等が権限移譲（※2）により県から

市へ移管 

平成２２（２０１０）年３月 

           ５月 

佐野市市民活動推進計画策定 

佐野市市民活動参画支援事業補助金交付要綱施行 

平成２３（２０１１）年４月 佐野市市民活動モデル町会支援事業交付金交付要綱施行 

平成２６（２０１４）年３月 佐野市市民活動推進計画（第二期計画）策定 

平成２７（２０１５）年４月 佐野市市民協働推進員設置要綱施行 

佐野市地域担当職員制度実施要綱施行 

平成２９（２０１７）年７月 佐野市市民活動推進本部設置要綱施行 

平成３１（２０１９）年１月 佐野市自治基本条例施行 

(※1)指定管理者制度 

地方自治法の一部改正(平成１５（２００３）年９月施行)により、それまで地方公共団体やその外郭団体に

限定していた公の施設の管理・運営を、株式会社をはじめとした営利企業・財団法人・ＮＰＯ法人・市民グル

ープ等法人その他の団体に包括的に代行させることができる制度である。 

(※2)権限移譲 

平成１２（２０００）年施行の地方分権一括法で、都道府県の権限に属する事務の一部を市町村が処理でき

る「事務処理特例制度」が地方自治法に創設された。これによって都道府県から市町村への事務処理の権限の

移譲が進んでいる。 

  

 

第３章 市民活動の現状と課題 
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第２節 本市の市民活動推進施策の現状と課題 

市民活動推進計画（第二期計画）では３つの基本目標を掲げ、それぞれに推進施策と推進

事業を定め、市民活動・市民協働の推進に取り組みました。 

その取組状況と課題をまとめました。 

基本目標１ ―協働の理解促進と市民力・地域力の向上― 

協働によるまちづくりを進めるため、市民や市民活動団体、事業者に対し、協働・市民活

動に対する理解と関心が深まるような情報提供や啓発活動に取り組みます。また、協働を基

本とした市政に転換するよう市職員への啓発や行政内部の体制整備に取り組みます。 

（市政に関するアンケートより） 

 

 

推進施策１  市民、市民活動団体に対する意識啓発推進 

協働の主体である市民、市民活動団体、事業者に、協働の意義や理念、また市民活動の様

子や実績等を知ってもらい、市民協働の担い手として行動してもらえるよう情報提供や意識

啓発に取り組みました。 

●市民活動・市民協働に関する研修会等の参加者数 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

研修会の参加者数 １９３人   ３１０人 ５２５人 

 

  

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民活動に参加してい

る、若しくは参加したこ

とがある市民の割合 

６５.１％ ６９.０％ ６２.６％ 
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≪推進事業≫ 

① 情報の収集・提供 

〔現状〕 

【情報紙の充実】 

「広報さの」や市民活動センター情報紙「ここねっと」、町会長連合会だより「からさ 

わ」、広報「あづま」、「あかみ」、コミュニティふくしだより等を通して市民活動に関する

情報を発信しました。また、情報紙「シャイニング・アイ」については、紹介してきた内

容が、「広報さの」や市民活動センター情報紙「ここねっと」、町会長連合会だより「から

さわ」を通して紹介することができるため、廃止しました。 

【市及び市民活動センターのホームページの充実】 

市及び市民活動センターのホームページに、市民活動や市民活動センター登録団体に 

関する情報を紹介しました。 

  ●ホームページアクセス件数 

年 度 市ホームページ 
市民活動センター 

ホームページ 

平成２５（２０１３）年度 ６２６,２００件  ３,６２１件 

平成２６（２０１４）年度 ６０６,５１７件 １３,８９８件 

平成２７（２０１５）年度 ５９０,０６７件 １４,８２１件 

平成２８（２０１６）年度 ５６６,３２８件 １６,４７３件 

平成２９（２０１７）年度 ３６９,３４１件 １５,０８１件 

【佐野ケーブルテレビの活用】 

ＮＰＯやボランティア団体、町会等の活動情報を提供しました。 

〔課題〕 

市民活動・市民協働の理解促進には、情報の収集と発信は重要であり、今後も継続する

とともに、市公式フェイスブックやツイッター等を用いてさらに積極的に情報発信を行う

ことが必要です。 

② 相談の充実 

〔現状〕 

市民活動の相談に適切に対応できるよう、市民活動に関する情報収集や活動状況の把握

に努めました。また、市民活動促進課は主に、ＮＰＯ法人設立や町会活動に関する相談に

対応し、市民活動センターは市民活動全般に関する相談に対応しました。 
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  ●市民活動センターへの相談件数 

平成２５（２０１３）年度 ３１件 

平成２６（２０１４）年度 ２８件 

平成２７（２０１５）年度 ５７件 

平成２８（２０１６）年度 ６７件 

平成２９（２０１７）年度 ４２件 

〔課題〕 

市民活動の相談に適切に対応していくために、指定管理者や市職員は、市民活動に関す

る知識を習得し、市民活動の状況を把握するとともに、情報を分かりやすく提供する技術

を習得することが必要です。 

③ 講演会・講座等の実施 

〔現状〕 

【市民協働の講演会・講座の開催】 

市民活動センターや町会長連合会と連携し、市民活動や協働の理解を深める講演会や講

座等を開催し啓発活動に取り組みました。 

  ●市民活動・市民協働に関する研修会等の参加者数  

平成２５（２０１３）年度 ２２６人 

平成２６（２０１４）年度 ２６３人 

平成２７（２０１５）年度 ４１４人 

平成２８（２０１６）年度 ４６８人 

平成２９（２０１７）年度 ５２５人 

●楽習出前講座の開催状況 

平成２５（２０１３）年度 １２４回 

平成２６（２０１４）年度 １３６回 

平成２７（２０１５）年度 １３２回 

平成２８（２０１６）年度 １４４回 

平成２９（２０１７）年度 １６２回 

  ●佐野市社会福祉協議会との連携事業 

市民がボランティア活動を始めるきっかけとなるよう講座を開催しました。また、佐   

  野市総合防災訓練において災害ボランティアセンターの立ち上げ訓練を実施しました。 
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〔課題〕 

講演会や講座の受講者は増加しているものの、受講者の多くは市民活動に関心のある市 

民なので、まだ市民活動に関心を持っていない市民への啓発をしていくことが必要です。 

 

 

推進施策２  市職員に対する意識啓発の推進 

協働の推進を担う市職員に対し、市民活動や市民との協働の意義を踏まえ、事務事業を適

切に実施できるよう意識啓発に取り組みました。 

 

≪推進事業≫ 

① 研修の充実と協働ハンドブックの活用 

〔現状〕 

市職員が市民活動や市民との協働についての考え方を理解し、協働の取組を進めるため 

に研修会を実施しました。また、市民活動・協働ハンドブックを改訂し多くの活動事例を

紹介しました。 

〔課題〕 

市職員が市民活動や市民との協働についての考え方を理解し、協働の取組を進めるため

に、多くの活動事例を紹介していくことが効果的であり、庁内グループウェアを活用して

さらに情報を発信していくことが必要です。 

 

 

推進施策３  行政の体制・仕組み整備 

市民の意見が行政の政策形成に活かされる仕組みを充実させ、市政参画の機会の拡充を図

りました。また、市役所内部で組織横断的に協働を推進する仕組みを整えました。 

さらに、大学等の高等教育機関と協調し、連携を推進しました。 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民協働を意識し

て事務を行ってい

る職員の割合 

－％   ８０.０％ ４４.１％ 
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≪推進事業≫ 

① 各審議会等への市民参加の促進 

〔現状〕 

行政が設置する各種審議会、委員会等に市民からの公募枠を設けるとともにパブリック

コメント(※)を実施し、市民の意見を施策に反映しやすい環境の整備に努めました。 

(※)政策等を策定する際に内容を公表し、市民から意見を公募する制度。 

〔課題〕 

公募委員については、応募者数が少なく、同じ人が繰り返し応募し固定化しつつありま

す。また、同じ人が複数の審議会を兼務しており、より多くの市民の意見が反映できるよ

うにすることが必要です。  

② 市民協働推進員の設置 

〔現状〕 

平成２７（２０１５）年度から各課等に市民との協働を推進する市民協働推進員を配置

しました。 

〔課題〕 

各課等における事務事業について、協働して実施することが可能かどうか検討し、可能

な場合は協働で実施していくことが必要です。 

③ 市民活動推進委員会の活用 

〔現状〕 

市長の附属機関である市民活動推進委員会において、市民活動の推進に関する諸施策の

調査審議や市民活動センターの運営評価のほか、協働の取組を審議評価しました。 

〔課題〕 

市民活動推進委員の意見を市民活動の推進に関する諸施策へ反映していくことが必要で

す。 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民協働推進員の設

置者数 
０人 ６０人 ６５人 
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④ 大学との連携 

〔現状〕 

平成２７（２０１５）年度に、佐野日本大学学園と「相互協力・連携に関する協定」の

締結を行いました。 

●各大学との連携事業数  

大学名 
平成２６年度 

(２０１４年度) 

平成２７年度 

(２０１５年度) 

平成２８年度 

(２０１６年度) 

平成２９年度 

(２０１７年度) 

佐野日本大学 

短期大学 

３５事業 ３６事業 ３５事業 ３９事業 

宇都宮大学 ７事業 ６事業 ７事業 ７事業 

東京農工大学 ３事業 ３事業 ３事業 ３事業 

足利大学 ４事業 ５事業 ６事業 ７事業 

〔課題〕 

これまで築いた協調関係により、各大学の知的財産を本市の課題解決に活かすため、今

後さらに、市と大学が連携して行う事業を検討することが必要です。 

 

 

 基本目標２ －市民活動団体への支援と連携強化― 

市民活動団体の活動は、市民協働のまちづくりの推進力であり、その活動は意欲的で主

体的な人々に支えられております。ＮＰＯ・ボランティア団体等、様々な市民活動団体の

活動を支援し、連携を強化して活動環境の整備に努め、活動団体の活性化を図ります。 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民と協働している事

業数 
１３８件 １５６件   １２８件 
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推進施策１  活動団体の育成・支援 

ＮＰＯやボランティア団体などが抱える問題の解決や、市民活動団体の人材育成に寄与す

るため、団体同士の交流や先進事例等を学ぶ研修を実施し、活動の向上を図りました。 

●佐野市内にのみ事務所を置くＮＰＯ法人数 

平成２５（２０１３）年度 ２７法人 

平成２６（２０１４）年度 ２９法人 

平成２７（２０１５）年度 ３０法人 

平成２８（２０１６）年度 ３１法人 

平成２９（２０１７）年度 ３１法人 

 

≪推進事業≫ 

①  情報交換・学習会の実施 

〔現状〕 

市民活動センターと連携して、講座等を実施しました。 

●市民活動センターが実施した事業数  

平成２５（２０１３）年度  ６事業 

平成２６（２０１４）年度 １１事業 

平成２７（２０１５）年度 ２２事業 

平成２８（２０１６）年度 １８事業 

平成２９（２０１７）年度 １４事業 

〔課題〕 

各市民活動団体が連携してより効果的な活動になるよう、利用者会議に、より多くの団

体が出席し交流を図れるよう努めることが必要です。 

 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民活動センター 

登録団体数 
１０９団体 １３４団体 １３０団体 
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②  広報活動の支援 

〔現状〕 

「広報さの」や市民活動センターの情報紙「ここねっと」、市や市民活動のセンターホー 

ムページ等を活用し、市民活動団体の活動情報や行事予定、募集などの情報の発信に積極的

に努めました。 

●市民活動センターホームページの更新回数 

平成２５（２０１３）年度 １９５回 

平成２６（２０１４）年度 ２１３回 

平成２７（２０１５）年度 ３２２回 

平成２８（２０１６）年度 ３１４回 

平成２９（２０１７）年度 ３２１回 

〔課題〕 

市公式フェイスブックやツイッター等を用いてさらに積極的に情報発信を行うことが必

要です。  

  

 

推進施策２  活動拠点の拡充 

市民活動の拠点となる施設の利用促進を図るため、利用者のニーズを踏まえた事業の実施

や相互の交流促進、相談業務の充実、市民活動の情報発信等に努めるとともに施設を利用し

やすいように環境整備を行いました。 

 

≪推進事業≫ 

①  市民活動センターの充実 

〔現状〕 

利用者のニーズを踏まえた事業や市民活動団体の交流事業、相談業務の実施、市民活動の  

 情報発信等に努めるとともに、施設を維持管理するための修繕を行いました。 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

(２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民活動センター利用者数 １６,１２６人 １７,０００人  １６,６２７人 
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●市民活動センター年間利用者数 

平成２５（２０１３）年度 １５,５１５人 

平成２６（２０１４）年度 １６,２７４人 

平成２７（２０１５）年度 １７,５８２人 

平成２８（２０１６）年度 １８,６９４人 

平成２９（２０１７）年度 １６,６２７人 

※平成29(2017)年度は台風のため「ふれあいフェスティバル」が実施できなかった影響もあります。 

〔課題〕 

市民活動団体との交流事業や相談業務の充実を図るとともに、引き続き施設の環境整備

に努め、利用者が快適に活動できるようにすることが必要です。 

② 地区公民館等の充実 

〔現状〕 

市民活動に関する情報提供やコミュニティ活動の促進を図るため、市有施設である地区

公民館等において、広報｢あづま｣、「あかみ」、コミュニティふくしだより等を発行し、市

民活動に関する情報紙を常置しました。また、文化祭や清掃活動、レクリエーション等を

実施するとともに施設を維持管理するための修繕を行いました。 

〔課題〕 

今後、地域の活動拠点として、引き続き施設の充実を図っていくことが必要です。 

③ 新庁舎に市民活動スペースの設置 

〔現状〕 

新庁舎に市民活動スペースを設置し、市民の活動の場となっています。 

●市民活動スペース利用状況 

 利用人数 稼働率※ 

平成２８（２０１６）年度 ２３,８０７人 ８０.４％ 

平成２９（２０１７）年度 ２８,１７３人 ７５.２％ 

※稼働率（％）＝ 実際に利用した日数 ÷ 利用することが可能な日数 ×100 

〔課題〕 

土・日・祝日に駐車場の空きスペースが少ないため、利用者の駐車が困難な状況になっ

ています。 
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推進施策３  市民活動に参加するための支援 

市民活動団体の活動支援、協働事業と市民を結びつけるためのきっかけづくり等、市民が

主体的に市民活動に参画できるよう努めました。 

 

≪推進事業≫ 

① 市民活動参画支援事業の実施 

〔現状〕 

市民活動団体が行う住み良いまちづくりに貢献する事業を公募し、採択した事業に対し

補助金を交付するとともに、「広報さの」や市ホームページに掲載し、事業報告会を行いま

した。 

〔課題〕 

応募する団体が減少傾向にあり、団体への周知方法を工夫することが必要です。 

② アドプト制度※の導入 

〔現状〕 

公共施設等の維持管理や美化活動が、町会等への委託や補助金の支給という方法で取り

組まれているため､アドプト制度設計は改めて行いませんでした。現在アドプトとして取り

組んでいる｢樹木の里親｣を継続実施し、平成２９(２０１７)年度には新たに５団体が取り

組みました。 

〔課題〕 

現在アドプトとして取り組んでいる｢樹木の里親｣は、すべての樹木に里親がついており

ますが、今後も安定して継続していけるようにすることが必要です。 

※アドプト制度  

    行政と市民が協定を結び、行政が整備した公共施設を市民がボランティアで管理します。 

 

 

 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民活動参画支援事業の支

援団体数(累計) 
１０団体 ２５団体 １９団体 
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 基本目標３ －地域自治組織の確立― 

市民活動の中で最も一般的な活動は、自治会活動であり、多くの市民が参加していま

す。この自治会活動はさまざまな分野で市と協働を実施しており、今後もその協働関係が

重要になってきます。一方、地域の高齢化や未加入世帯の問題など、自治会活動の弱体化

につながる問題が顕在化してきており、自治会活動に対して、人材の育成や活動の支援を

行い、活動環境を整備して地域の活性化を図ります。 

 

 

推進施策１  自治会活動支援 

町会等と協働して、様々な地域の課題に取り組むとともに、地域活動のモデルとなる町会

を指定し支援することで町会活動の活性化に努めました。 

 

≪推進事業≫ 

① モデル町会支援事業の実施 

〔現状〕 

主体的な地域づくりに取組むモデル町会を公募し、採択した町会に対し交付金を交付す

るとともに、町会長連合会だより「からさわ」に情報を提供し、事業報告会を行いまし

た。 

〔課題〕 

  応募する町会が減少傾向にあり、各町会へ丁寧に周知していくことが必要です。 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

町会加入世帯割合 ８８.７％ ８８.０％ ８６.１％ 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

市民活動モデル町会支援事業

の支援町会数(累計) 
３町会 １２町会 １２町会 
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② 人的支援の検討 

〔現状〕 

平成２７（２０１５）年度から地域担当職員制度を実施しました。市内２０地域に各２

名地域担当職員を配置し、地域の課題等について関係課と連絡調整を図りました。 

〔課題〕 

地域の状況に合った活動をする中で信頼関係を深め、課題解決に向け、環境を整えてい

くことが必要です。 

③ 財政支援の検討 

〔現状〕 

公共施設等の維持管理や美化活動の多くが、町会等への委託や補助金支給という形で実

施されています。 

〔課題〕 

町会等の住民の高齢化による担い手不足が懸念されます。 

 

 

推進施策２  自治会活動の拠点整備支援 

地域住民の連携や町会活動の拠点となる町有公民館の整備について支援を行い、活動環境を

整備しました。 

 

  

 

成果指標 

実績基準年 

平成２４年度 

（２０１２年度） 

目 標 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

実 績 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

整備された施設割合(交付施

設数/町有公民館数) 
３１.５％ ４０.４％ ４５.５％ 
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≪推進事業≫ 

① 町有公民館施設整備支援事業の実施 

〔現状〕 

町有公民館の新築・増改築・修繕・用地取得にかかる費用を支援しました。 

●町有公民館施設整備支援事業実施町会 

平成２５（２０１３）年度 ４町会 

平成２６（２０１４）年度 ６町会 

平成２７（２０１５）年度 ６町会 

平成２８（２０１６）年度 ４町会 

平成２９（２０１７）年度 ８町会 

〔課題〕 

町有公民館は町会活動の拠点であり、今後とも整備を支援していくことが必要です。 
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第１節 計画の基本理念 

本市では、市民活動の施策を総合的に推進するため、｢誰もが住み良い豊かなくらしを実感

できる、市民みんなでつくる夢のあるまちづくり｣を基本理念とする､ 佐野市市民活動推進計

画(第一期計画)及び第二期計画を推進してきました。 

第三期計画は、｢市民参加による自立したまちづくり｣の基本理念をもとに３つの基本目標

を掲げ、今後の市民活動のさらなる推進を図ります。 

 

第２節 計画の基本目標 

基本目標１ －市民参画・協働の理解促進－ 

協働によるまちづくりを推進するため、市民や市民活動団体、事業者に対し、協働や市民

活動に関する情報の収集と提供に取り組みます。また、将来の地域を支える人材を育てるた

め、講演会等を開催するとともに、市民活動を紹介する機会や相談業務の充実を図ります。 

 

基本目標２ －市民活動団体への支援と連携強化― 

市民活動団体が連携することにより、それぞれの団体の強みを生かした効果的な活動をす

ることができます。ＮＰＯやボランティア団体等の活動を支援し、交流・連携の機会の充実

を図ります。 

 

基本目標３ －地域活動の充実― 

町会活動を中心とする地域活動は、さまざまな分野で市と協働を実施しており、ごみの減量

化や防犯・防災、情報提供、見守り等の地域課題の解決に向けた様々な活動を展開していま

す。現在、活動の担い手の減少や未加入世帯の増加等、町会活動の弱体化につながる問題が

生じており、町会活動に関わる人材の育成や活動の支援を行い、活動拠点の整備を支援して

地域活動の充実を図ります。 

  

 

第４章 市民活動を推進するための取組 
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第３節 計画の体系    

基本 

理念 
基本目標 推進施策 推進事業 

 

 

 

市 

民 

参 

加 

に 

よ 

る 

自 

立 

し 

た 

ま 

ち 

づ 

く 

り 

 

 

１ 

市民参画・協働の

理解促進 

 

 

１.協働の基本的な

考え方の理解促進 

① 情報の収集・提供 

２.市民活動を担う

人材の育成 

① 講演会・講座等の実施 

② 小・中学校における啓発 

③ 相談業務の充実 

３.多様な主体との

協働 

① 事業所との協働 

② 各審議会等への市民参加の促進 

③ 大学との連携 

 

２ 

市民活動団体への

支援と連携強化 

 

１.市民活動団体の

育成・支援 

① 市民活動参画支援事業の推進 

② 情報交換・学習会の実施 

③ 広報活動の支援 

２.活動拠点の利用 

促進 

① 市民活動センターの利用促進 

② 地区公民館等の利用促進 

③ 市民活動スペースの利用促進 

３.協働事業の推進 ① 市民協働推進員制度の充実 

② 事務事業の委託等の推進 

 

３ 

地域活動の充実 

 

１.町会活動支援 ① モデル町会支援事業の推進 

② 地域担当職員制度の充実 

③ 町会長連合会との連携 

④ 事務事業の委託等の推進 

２.町会活動の拠点

整備支援 

① 自治公民館整備支援事業の実施 
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第４節 施策の展開 

 

基本目標１ －市民参画・協働の理解促進－ 

  協働によるまちづくりを推進するため、市民や市民活動団体、事業者に対し、協働や市

民活動に関する情報の収集と提供に取り組みます。また、将来の地域を支える人材を育て

るため、講演会等を開催するとともに、市民活動を紹介する機会や相談業務の充実を図り

ます。 

 

 

 

推進施策１  協働の基本的な考え方の理解促進 

協働の主体である市民、市民活動団体、事業者に対し、協働の意義や理念、市民活動の状

況を紹介し、市民活動の担い手として行動できるよう情報の収集と提供に取り組みます。 

（市政に関するアンケートより） 

 

≪推進事業≫ 

①  情報の収集・提供 

〔内 容〕 

市民活動や市民協働の事業等に関する情報や活動事例、団体紹介等の情報を積極的に収

集し発信します。また、市政に関する情報を公開し、当該情報を積極的に提供するよう努

めるものとします。 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民と協働して進めている事業数 １２８事業 １５６事業 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民活動をしている人の割合 ２２.２％  ２３.０％ 
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【情報紙等の活用】 

「広報さの」や市民活動情報紙により、市民活動の情報提供や、活動事例の紹介を行い

ます。 

【市及び市民活動センターのホームページの充実】 

積極的に情報を収集し、市ホームページ、市民活動センターホームページ等により、情

報の提供を行います。また、市公式フェイスブックやツイッターを用いて、積極的に情報

発信に努めます。 

【マスメディアの活用】 

新聞や情報紙、テレビ等様々な情報手段を活用し、市民活動の情報を積極的に発信しま

す。 

【情報の公開】 

市は、市民に対し、市政に関する情報を公開するとともに、当該情報を積極的に提供す

るよう努めるものとします。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 行政経営課、市民活動促進課、市民活動センター、広報・地域連携課、各課 

 

 

推進施策２  市民活動を担う人材の育成 

市民活動を担う人材を育成するために、講演会等を開催するとともに、小・中学校におい

て市民活動団体の活動を紹介し、小・中学生の理解促進を図ります。また、市民活動をした

い人と市民活動を必要とする人をつなぐ相談業務に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

協働に関する研修会等の参加者数 ５２５人 ５４０人 
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≪推進事業≫ 

① 講演会・講座等の実施 

〔内 容〕 

【市民協働の講演会・講座等の開催】 

市民や職員に対し、市民活動や協働の理解を深めるための講演会や講座、ＣＳＲ（※1）活

動に関する事業、市民活動を効率的に行うためのＩＣＴ（※2）に関する研修等を、市民活動

センターや町会長連合会と連携し開催します。また、商業施設を会場に市民活動パネル展

等を開催し、まだ市民活動に関心を持っていない層への啓発に取り組みます。 

※1 CSR (Corporate Social Responsibility 企業の社会的責任) 

   企業が倫理的観点から、事業活動を通じて自主的に社会に貢献する責任のこと。 

※2 ICT（Information and communication technology 情報通信技術） 

コンピュータやインターネットの技術(IT)を使い、人と人、人とコンピュータが通信する応用技術をいう。 

【楽習出前講座の活用】 

市民からの要望に応じて講座を開催する「楽習出前講座」を活用し、市民活動や協働に

関する取組の理解を広めます。 

【佐野市社会福祉協議会との連携】 

佐野市社会福祉協議会と連携し、市民がボランティア活動を始めるきっかけとなる講座

を開催します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、市民活動センター、人事課、情報政策課、生涯学習課、各課 

②  小・中学校における啓発 

〔内 容〕 

未来の活動を担う人材を育成するため、小・中学校において市民活動センター及び市民活

動団体の活動を紹介し、学習に役立て、市民活動についての啓発に取り組みます。 

【小･中学校への情報提供】 

小・中学校に対して、市民活動センター情報紙「ここねっと」を配布し、市民活動セン

ター及び登録団体の活動を紹介します。 

【市民活動センター登録団体の派遣】 

市民活動センターの相談員が、市民活動センター登録団体と小・中学校との連絡調整を

行い、小・中学生の市民活動の理解促進を図ります。 
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【地域教育コーディネーターと市民活動団体の連携】 

    学校の要望と地域住民をつなぐ地域教育コーディネーターと、市民活動団体の連携を図り

ます。 

〔時 期〕 平成３１（２０１９）年度から実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、市民活動センター、生涯学習課、学校教育課 

③ 相談業務の充実 

〔内 容〕 

市民活動促進課及び市民活動センターを窓口として、市民活動に関する相談に適切に対

応できるよう努めます。また、市民活動センターで実施するボランティアの派遣や自主事

業の取組を通して､市民活動を必要とする人や、市民活動を実践する方の支援を行います。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、市民活動センター 

 

 

推進施策３  多様な主体との協働 

市民の意見が政策形成に活かされるように市政参画の機会の充実を図ります。また、事業

所や大学等と連携して市民活動や市民との協働の理解を広め、協働による事務事業を適切に実

施できるよう意識啓発に取り組みます。 

 

≪推進事業≫ 

① 事業所との協働 

〔内 容〕 

多くの事業所が、様々な分野で地域と協力、連携した活動を行い、地域との信頼関係を

築いています。高齢者の見守りについては、事業所等の協力により地域で高齢者を見守る

ネットワークづくりをさらに推進します。また、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、事業

所との災害協定を締結することにより、災害発生時の応急対策及び復旧対策について事業

所の特性を生かした多様な支援体制を整えます。   

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

事業所との災害協定書締結数 ４９件 ７０件 



25 

 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、市民活動センター、危機管理課、いきいき高齢課、各課 

② 各審議会等への市民参加の促進 

〔内 容〕 

パブリックコメント制度を活用するとともに、行政が設置する各種審議会、委員会等に

市民からの公募枠を設け、市民の意見を施策に反映しやすい環境の整備に努めます。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

③ 大学との連携 

〔内 容〕 

宇都宮大学、東京農工大学、佐野日本大学短期大学、足利大学等の高等教育機関と協調

関係を深め、連携事業を推進します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 広報・地域連携課、各課 

 

 

 基本目標２ －市民活動団体への支援と連携強化― 

市民活動団体が連携することにより、それぞれの団体の強みを生かした効果的な活動をす

ることができます。ＮＰＯやボランティア団体等の活動を支援し、交流・連携の機会の充実

を図ります。 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民活動に参加している、もしくは参加した

ことがある市民の割合 
６２.６％ ６９.０％ 

 （市政に関するアンケートより） 
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推進施策１  市民活動団体の育成・支援 

ＮＰＯやボランティア団体等の課題解決や人材育成を支援するため、団体同士の交流や先

進事例等を学ぶ研修を実施し、市民活動団体への支援を行います。 

 

≪推進事業≫ 

①  市民活動参画支援事業の推進 

〔内 容〕 

ＮＰＯやボランティア団体等が行う住み良いまちづくりに貢献する事業を公募し、採択

した事業に対し補助金を交付するとともに、「広報さの」等で活動を紹介し、報告会を行い

ます。また、新たな団体の育成を推進するため、制度を見直します。 

〔時 期〕  平成３１（２０１９）年度から実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

② 情報交換・学習会の実施 

〔内 容〕 

市民活動団体の活動の活性化のために、市民活動センターにおいて市民活動団体が交流す

る機会づくりや複数の市民活動団体の連携事業の調整等を実施するとともに、各課における

研修会の開催や市民活動団体が主催する学習会等へ職員を講師として派遣します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、市民活動センター、各課 

③ 広報活動の支援 

〔内 容〕 

情報紙やホームページ、市公式フェイスブック、ツイッターを活用し、市民活動団体の

活動状況や行事予定、募集等を周知する情報の発信に積極的に努め団体の広報活動を支援

します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 広報・地域連携課、市民活動促進課、市民活動センター、各課 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民活動センター利用者数 １６,６２７人 １８,７６０人 
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推進施策２  活動拠点の利用促進 

市民活動の拠点となる施設の利用促進を図るため、利用者のニーズを踏まえた事業の実施

や相互の交流促進、相談業務の充実、市民活動の情報発信、施設の環境を整備します。 

 

≪推進事業≫ 

① 市民活動センターの利用促進 

〔内 容〕 

市民活動センターの利用者と指定管理者の連携のもとに、企画事業や交流事業を実施し、

利用者主体の活動を推進するとともに、市民活動に関する情報提供や相談業務の充実等を図

ります。相談業務を通して、ＮＰＯやボランティア団体等と町会等の連携を図ります。ま

た、活動の拠点として、利用者が快適に活動できるよう環境を整備します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、市民活動センター 

② 地区公民館等の利用促進 

〔内 容〕 

市民活動に関する情報提供やコミュニティ活動の促進を図るため、地区公民館等におい

て、情報紙等の発行や常置により情報提供を行います。また､文化祭や清掃活動、レクリエ

ーション等を協働で実施するとともに､地域の活動拠点として施設の利用促進に努めます。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 財産活用課、行政経営課、市民活動促進課、公民館管理課、農政課、農山村振 

興課、市民課 

③ 市民活動スペースの利用促進 

〔内 容〕 

市民活動スペースをさまざまな市民団体の活動の場として、研修や講演会、会議等に利

用できるよう努めるとともに、市民広場駐車場の利用について検討して参ります。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 財産活用課、市民活動促進課 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民活動センター登録団体数  １３０団体  １４０団体 
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推進施策３  協働事業の推進 

市民活動団体が協働で実施する事業の支援、また協働事業と市民を結びつけるためのきっ

かけづくり等、市民が市民活動に参画できるよう努めます。 

 

≪推進事業≫ 

① 市民協働推進員制度の充実 

〔内 容〕 

市民協働推進員が、所属する課等における協働の理解促進や課題解決のための協働事業

の推進に取り組みます。また、実効性を高めるため、課長等を市民協働推進員とします。 

〔時 期〕 平成３１（２０１９）年度から実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

② 事務事業の委託等の推進 

〔内 容〕 

公共施設の維持管理、美化活動及び協働できる事業について、市民活動団体への委託等

を更に検討し推進します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

 

 

基本目標３ －地域活動の充実― 

町会活動を中心とする地域活動は、さまざまな分野で市と協働を実施しており、ごみの減

量化や防犯・防災、情報提供、見守り等の地域課題の解決に向けた様々な活動を展開してい

ます。現在、活動の担い手の減少や未加入世帯の増加等、町会活動の弱体化につながる問題

が生じており、町会活動に関わる人材の育成や活動の支援を行い、活動拠点の整備を支援し

て地域活動の充実を図ります。 

 

 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民活動参画支援事業の支援件数(累計) ２９件 ４１件 
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成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

町会加入世帯割合 ８６.１％ ８８.４％ 

  

推進施策１  町会活動支援 

町会等は、地域の連帯感の向上を図り、様々な地域の課題の解決に取り組むとともに、協

働による自治の推進に努めます。また、地域活動のモデルとなる町会を指定し支援すること

で町会活動の活性化を図ります。 

≪推進事業≫ 

① モデル町会支援事業の推進 

〔内 容〕 

町会が行う主体的な地域づくりを推進する事業を公募し、採択した町会に対し交付金を

交付し、活動のＰＲに努めます。また、より多くの町会が活用できるように、積極的な働

きかけを行います。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

 ② 地域担当職員制度の充実 

〔内 容〕 

地域担当職員が、地域の声を直接聞く中で地域の課題を把握し課題解決へ向けた活動へ

つなげます。課題解決のための情報提供として、市民活動センターの活用を推進するとと

もに、市民活動参画支援事業やモデル町会支援事業等への応募を推進する役割を果たしま

す。また、実効性を高めるため制度を見直します。 

〔時 期〕 平成３１（２０１９）年度から実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

市民活動モデル町会支援事業の支援町会数

(累計) 
１２町会 ２２町会 
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③ 町会長連合会との連携 

〔内 容〕 

町会長連合会と連携し、町会運営に役立つ研修会を開催します。また、将来の町会のあ

り方を見据えた町会相互の意見交換や町会再編の取組を支援します。 

〔時 期〕 平成３１（２０１９）年度から実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、各課 

④ 事務事業の委託等の推進 

〔内 容〕 

公共財産の維持管理、美化活動及び佐野市介護予防・日常生活支援総合事業について、

町会等への委託等を推進します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 市民活動促進課、いきいき高齢課、各課 

 

 

推進施策２  町会活動の拠点整備支援 

地域住民の連携や町会活動の拠点となる自治公民館の整備について支援を行い、活動環境

を整備して地域の活性化を図ります。 

 

≪推進事業≫ 

① 自治公民館整備支援事業の実施 

〔内 容〕 

地域住民にとって身近な自治公民館の利用促進を図り、地域活動の活性化を図るため、

自治公民館の新築・増改築・修繕・用地取得にかかる費用を支援します。 

〔時 期〕 継続実施 

〔関係課〕 公民館管理課、市民活動促進課 

成果指標 

実績基準年 

平成２９年度 

（２０１７年度） 

目 標 

平成３３年度 

（２０２１年度） 

整備された施設割合(交付施設数/自治公民館

数) 
４５.５％  ５４.５％ 
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○市民活動推進本部 

  

第１節 計画の推進体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○幹事会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○市民協働推進員 

 

 

 

 

 

 

 

第５章 計画の推進にむけて 

１．役割 

市民活動推進計画の策定及び推進に関すること 

２．組織 

（本部長）行政経営部所管の副市長（副本部長）行政経営部長 

（本部委員）総合政策部長 市民生活部長 こども福祉部長  

健康医療部長 産業文化部長 観光スポーツ部長 都市建設部長 

教育総務部長 

１．役割 

所属する課等における協働に関する事業の調査及び検討 

２．市民協働推進員 

課長等の職にある職員  

１．役割 

佐野市市民活動推進計画の原案の策定 

２．組織 

（幹事長）行政経営部長 （副幹事長）市民活動推進課長  

（幹事）政策調整課長 財政課長 行政経営課長 人事課長 環境政策

課長 社会福祉課長 医療保険課長 産業立市推進課長 観光立市

推進課長 都市計画課長 教育総務課長 

○市民活動推進委員会（市長の附属機関） 

１．役割 

市民活動の推進に関する施策を調査審議し、その内容について市長へ意見を述べる。 

２．委員（１５名以内） 

市民活動に関し識見を有する者、市民活動を実践している者、公募に応じた者 
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第２節 計画の進行管理等 

（１）事業実施者による自己評価 

事業実施課が実施した協働事業を自ら評価します。この評価については、事

務事業評価により実施します。 

（２）市民活動推進本部による評価 

市民協働推進員は、所属部署における協働に関する事業の調査及び協働で  

取り組む事業の検討を行います。その内容を踏まえて、市民活動推進本部幹事

会において､次期計画の見直しを検討し、推進本部において計画内容を定めま

す。 

（３）市民活動推進委員会の指導・助言 

市民活動推進委員会は、市民活動の推進に関する施策を調査審議するとと

もに、事業実施における助言を行います。 
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１ 市政に関するアンケート結果 

アンケート１                                （％） 

あなたは、「協働」という言葉やその内容を知

っていますか。 
平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

回 
 

答 

「協働」の内容を理解している １７.３ １５.８   ２１.１ 

「協働」という言葉は知っているが、内

容はわからない 
２６.３ ３０.２ ３１.２ 

「協働」という言葉を初めて聞いた ５２.１ ５０.８ ４４.６ 

無回答 ４.２ ３.３ ３.１ 

 

アンケート２                                （％） 

あなたは、これまで何らかの市民活動(ボラン

ティア活動、NPO活動、コミュニティ活動、自

治会・育成会等)をしたことがありますか。 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

回 
 

答 

現在、活動している １５.５ ２０.３ ２２.２ 

過去に活動したことはあるが、現在は活

動していない 
３９.４ ３６.５ ４０.４ 

活動したことはない ４１.２ ４０.８ ３４.９ 

無回答 ３.９ ２.４ ２.５ 

 

アンケート３                                （％） 

これからのまちづくりは、市民が主体である

ことが重要であるとされていますが、あなた

は、佐野市のまちづくりが市民主体で行われ

ていると思いますか。 

平成２７年度 平成２８年度 平成２９年度 

回 
 

答 

そう思う ８.５ ７.９ ８.２ 

どちらかといえばそう思う ２２.１ ２４.７ ２３.１ 

どちらかといえばそう思わない ２２.２ ２０.２ ２２.４ 

そう思わない １４.４ １３.７ １３.５ 

わからない ２８.４ ３１.３ ３０.０ 

無回答 ４.２ ２.３ ２.８ 

 

＊｢市政に関するアンケート｣ 

  この調査は、市民の意見や要望を把握し、今後の施策の基礎資料とするため、毎年、満２０歳以上の男女 

２,０００人を無作為に抽出して行っています。 

  内容は、「佐野市の住みやすさ」、「市政全般」、「各取組に関すること」等です。その中で市民活動に関する設

問について抜粋しました。 
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２ 策定経過 

佐野市市民活動推進委員会（市民） 

実施時期 実施項目 内容等 

Ｈ２９.９.２８ 
平成２９年度第２回市民活動

推進委員会 

佐野市市民活動推進計画(第二期計

画)の現状と第三期計画における取

組課題について 

Ｈ３０.３.１５ 
平成２９年度第３回市民活動

推進委員会 

「佐野市市民活動推進計画(第二期

計画)の現状と第三期計画における

取組課題について」意見のまとめ 

Ｈ３０.５.１５ 
平成３０年度第１回市民活動

推進委員会 

「佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)の特徴について」説明 

Ｈ３０.７.１０ 
平成３０年度第２回市民活動

推進委員会 

佐野市市民活動推進計画(第三期計

画)(原案)の審議(意見把握) 

Ｈ３０.１０.２４ 
平成３０年度第３回市民活動

推進委員会 

佐野市市民活動推進計画(第三期計

画)(案)の内容確認(意見把握) 

Ｈ３１.３.１３ 
平成３０年度第４回市民活動

推進委員会 

佐野市市民活動推進計画(第三期計

画)報告 

 

 

 

佐野市市民活動推進本部会議等（庁内） 

実施時期 実施項目 内容等 

Ｈ３０.４.１２ 第１回市民活動推進本部幹事会 
佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)(原案)の策定 

Ｈ３０.４.２４ 第１回市民活動推進本部会議 
佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)(原案)の審議 

Ｈ３０.７.３１ 第２回市民活動推進本部幹事会 
佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)(案)の審議・策定 

Ｈ３０.８.８ 第２回市民活動推進本部会議 
佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)(案)の審議・策定 

Ｈ３０.１０.２９ 
第３回市民活動推進本部・幹

事会合同会議 

佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)(案)の審議・策定 

Ｈ３１.１月 パブリックコメントの実施 

佐野市市民活動推進計画(第三期

計画)について、パブリックコメン

ト実施 
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３．市民活動参画支援事業・市民活動モデル町会支援事業の活動状況 

（１）市民活動参画支援事業  

 

佐野市中途失聴・難聴者協会（中途失聴者・難聴者等活動支援事業） 

 

 

ＮＰＯ教育支援協会北関東佐野事務局（冬休みわくわく学習体験事業） 
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緑化クラブぱなぱな（緑化ボランティア事業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シルバー大学校佐野同窓会（きれいな佐野づくり推進事業） 
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（２）市民活動モデル町会支援事業 

 

村上町町会（東・西弁天池整備事業） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大橋町(市街部)町会（通学路の防犯安全パトロール事業） 
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米山町町会(花いっぱい活動・親睦会等を通じた住民交流事業) 

 

 

 

 

石塚町（緑）町会（いきいき健康増進事業） 
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若宮上町町会（こころのバトン運動事業） 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関川町町会（関川水路の環境保全と里山の保全事業） 
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４ 佐野市市民活動推進条例 

平成19年12月21日条例第44号 

佐野市市民活動推進条例 

私たちのまち佐野市は、万葉の詩情あふれる豊かな自然に恵まれ、先人たちの英知と努

力により人と自然が調和した個性と魅力ある地域社会を築いてきた。 

今日の地域社会は、少子高齢化、高度情報化、国際化へと進み、市民の要望や価値観は

多様化し、地域が抱える課題も多岐にわたり、かつ、複雑化してきている。そこで、柔軟

性や専門性を持つ市民や市民活動団体による活動が、様々な地域課題の解決の一役を担う

ことが求められる。 

本市が活力あるまちとして発展し続けるためには、市民一人一人が家庭、地域、学校、

職場などの様々な場で市民活動に関心を持ち、実践することにより地域で支えあうことの

大切さを認識する必要がある。そして、公益という共通の価値観のもと、市民、市民活動

団体、事業者及び市が相互の特性を尊重し、対等な立場で協働することが重要である。さ

らに、市民、市民活動団体及び事業者の創意工夫と行動力を活かした新たな公共サービス

への進展が求められる。 

ここに、市民活動を推進し、人と人との触れ合いの輪を広げ、生き生きと暮らしやすい

地域社会の実現を目指すため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、市民活動の推進に関する基本理念を定め、市の責務並びに市民、市

民活動団体及び事業者の役割を明らかにするとともに、市民活動の推進を図り、もって

活力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において「市民活動」とは、営利を目的とせず、不特定多数の者の利益

の増進に寄与することを目的として自主的に行うものであって、次の各号のいずれにも

該当しないものをいう。 

(１) 宗教の教義を広め、及び儀式行事を行い、並びに信者を教化し、及び育成するこ

とを目的とする活動 

(２) 政治上の主義を推進し、支持し、又はこれに反対することを目的とする活動 

(３) 特定の公職（公職選挙法（昭和25年法律第100号）第３条に規定する公職をいう。

以下同じ。）の候補者（当該候補者になろうとする者を含む。）若しくは公職にある

者又は政党を推薦し、支持し、又はこれらに反対することを目的とする活動 

２ この条例において「市民活動団体」とは、市民活動を行うことを主たる目的とし、継

続的にその活動を行う団体をいう。 

３ この条例において「市民」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。 

(１) 市の区域内に居住する者 

(２) 市の区域内に存する事務所又は事業所に勤務する者 

(３) 市の区域内に存する学校に在学する者 
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４ この条例において「事業者」とは、市の区域内において、営利を目的とする事業活動

を行う個人及び法人その他の団体をいう。 

（基本理念） 

第３条 市民、市民活動団体、事業者及び市は、相互に理解を深め、対等な立場で協働す

ることにより市民活動を推進するものとする。 

２ 市民活動の推進に当たっては、市民活動の自主性及び自立性が尊重されなければなら

ない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、市民活

動の推進に関する施策を総合的に策定し、実施しなければならない。 

２ 市は、市民活動の推進に関する施策の実施に当たっては、当該施策に市民、市民活動

団体及び事業者の意見が反映されるよう努めるものとする。 

３ 市は、市民活動が円滑に推進されるよう適切な措置を講ずるものとする。 

（市民の役割） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、市民活動に関する理解を深めるとともに、市民活

動に積極的に参加するよう努めるものとする。 

（市民活動団体の役割） 

第６条 市民活動団体は、基本理念にのっとり、市民活動を行うとともに、当該市民活動

団体に関する情報を積極的に提供し、広く市民に理解されるよう努めるものとする。 

（事業者の役割） 

第７条 事業者は、基本理念にのっとり、地域社会の一員として、市民活動に関する理解

を深め、自発的に市民活動の発展及び推進に協力し、これを支援するよう努めるものと

する。 

（情報の提供） 

第８条 市は、市民活動を推進するために必要な情報を積極的に提供しなければならない。 

（人材の育成） 

第９条 市は、市民活動を推進する人材を育成するため、研修の機会の提供その他の必要

な措置を講ずるものとする。 

（交流及び連携を推進するための措置） 

第10条 市は、市民、市民活動団体及び事業者の相互の交流及び連携を推進するために必

要な措置を講ずるものとする。 

（佐野市市民活動推進委員会） 

第11条 市民活動の推進を図るため、市長の附属機関として、佐野市市民活動推進委員会

（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(１) 市民活動の推進に関する施策を調査審議すること。 

(２) 前号に掲げるもののほか、市民活動の推進に関し必要な事項 

(３) 佐野市市民活動センター条例（平成19年佐野市条例第45号）第１条に規定する佐
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野市市民活動センターの運営に関し評価を行うこと。 

(４) 前３号に掲げる事項に関し市長に意見を述べること。 

３ 委員会は、委員15人以内をもって組織する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(１) 市民活動に関し識見を有する者 

(２) 市民活動を実践している者 

(３) 公募に応じた者 

５ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とす

る。 

６ 委員は、再任されることができる。 

７ 前各項に定めるもののほか、委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定め

る。 

（委任） 

第12条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、平成20年４月１日から施行する。 
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５ 佐野市市民活動センター条例 

平成19年12月21日条例第45号 

佐野市市民活動センター条例 

佐野市総合ボランティアセンター条例（平成17年佐野市条例第112号）の全部を改正す

る。 

（設置） 

第１条 市民活動（佐野市市民活動推進条例（平成19年佐野市条例第44号）第２条第１項

に規定する市民活動をいう。以下同じ。）の推進を図り、もって活力ある地域社会の形

成に資するため、佐野市市民活動センター（以下「センター」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

  

名称 位置 

佐野市市民活動センター 佐野市大橋町3211番地５ 

（事業） 

第３条 センターは、次に掲げる事業を行う。 

(１) 市民活動に関する研修及び人材の育成に関すること。 

(２) 市民活動を行う者の相互連携及び交流の推進に関すること。 

(３) 市民活動に関する情報の収集及び提供並びに相談に関すること。 

(４) 市民活動のための施設の提供に関すること。 

(５) 前各号に掲げるもののほか、センターの設置の目的を達成するために必要な事業 

（指定管理者による管理） 

第４条 市長は、センターの管理を地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第３

項に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に行わせるものとする。 

（指定管理者の業務） 

第５条 指定管理者が行う業務は、次のとおりとする。 

(１) 第３条各号に掲げる事業の実施に関すること。 

(２) センターの施設及び附属設備（以下「施設等」という。）の利用の許可に関する

こと。 

(３) 施設等の維持管理に関すること。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要があると認める業務 

（開館時間） 

第６条 センターの開館時間は、次のとおりとする。ただし、指定管理者は、特に必要が

あると認めるときは、市長の承認を受けて、これを変更することができる。 

(１) 日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日 

午前９時から午後６時まで 

(２) 火曜日から土曜日まで 午前９時から午後９時まで 
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（休館日） 

第７条 センターの休館日は、次のとおりとする。ただし、指定管理者は、特に必要があ

ると認めるときは、市長の承認を受けて、これを変更し、又は臨時に休館日を定めるこ

とができる。 

(１) 月曜日 

(２) 12月29日から翌年の１月３日までの日 

（利用者の範囲） 

第８条 センターを利用することができる者は、市民活動を行う個人及び法人その他の団

体とする。 

（利用の許可） 

第９条 センターの次に掲げる施設及び附属設備を利用しようとする者は、あらかじめ指

定管理者の許可を受けなければならない。許可を受けた事項を変更し、又は利用を取り

消そうとするときも、同様とする。 

(１) 研修室 

(２) 点訳室 

(３) 作業室 

(４) 録音室 

(５) 印刷室 

２ 指定管理者は、センターの管理上必要があると認めるときは、前項の許可に条件を付

することができる。 

（利用の制限） 

第10条 指定管理者は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、施設等の利用を

許可しない。 

(１) センターの設置の目的に反するとき。 

(２) 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあるとき。 

(３) センターの施設又は附属設備を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理上支障があるとき。 

（施設等の変更禁止） 

第11条 第９条第１項の利用の許可を受けた者（以下「利用者」という。）は、施設等に

特別の設備を設置し、又は変更を加えてはならない。ただし、あらかじめ指定管理者の

許可を受けたときは、この限りでない。 

（目的外利用等の禁止） 

第12条 利用者は、許可を受けた目的以外に施設等を利用し、又は利用する権利を他人に

譲渡し、若しくは転貸してはならない。 

（物品販売等の禁止） 

第13条 センターにおいては、物品の販売、広告物の掲示及び配布、寄附の募集その他こ

れらに類する行為をしてはならない。ただし、市長の許可を受けたときは、この限りで

ない。 



47 

 

（利用許可の取消し等） 

第14条 指定管理者は、利用者が次の各号のいずれかに該当する場合又はセンターの管理

上特に必要があるときは、当該許可に係る条件を変更し、若しくは利用を停止し、又は

当該許可を取り消すことができる。 

(１) この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

(２) 偽りその他不正の手段により利用の許可を受けたとき。 

(３) 利用の許可の条件又は指定管理者の指示に従わないとき。 

２ 前項の規定による措置によって利用者に損害が生ずることがあっても、市及び指定管

理者は、その責めを負わない。 

（利用料金） 

第15条 センターの施設の利用に係る料金は、無料とする。 

２ センターの有料の附属設備は、ロッカーとする。 

３ ロッカーの利用者は、指定管理者に利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を

前納しなければならない。 

４ 利用料金の額は、別表に定める金額の範囲内において、あらかじめ市長の承認を受け

て、指定管理者が定めるものとする。 

５ 利用料金は、指定管理者の収入とする。 

（利用料金の不還付） 

第16条 既納の利用料金は、還付しない。ただし、指定管理者は、次の各号のいずれかに

該当する場合は、その全部又は一部を還付することができる。 

(１) 利用者の責めに帰することができない理由によりロッカーを利用することができ

なくなったとき。 

(２) 許可を受けた利用開始日の前日までに利用の取消し又は変更を申し出たとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市長が特別の理由があると認めるとき。 

（入館の制限） 

第17条 指定管理者は、センターの入館者（以下「入館者」という。）が次の各号のいず

れかに該当すると認める場合は、入館を拒み、又は退館を命ずることができる。 

(１) センターの秩序を乱し、若しくは他の入館者に迷惑を及ぼし、又はこれらのおそ

れがあるとき。 

(２) センターの施設又は附属設備を損傷し、又は滅失するおそれがあるとき。 

(３) 指定管理者の指示に従わないとき。 

(４) 前３号に掲げるもののほか、センターの管理上支障があるとき。 

（原状回復の義務） 

第18条 利用者は、施設等の利用が終わったとき、又は第14条第１項の規定により利用を

停止され、若しくは許可を取り消されたときは、速やかに当該施設等を原状に回復し、

又は搬入した物件を撤去しなければならない。ただし、指定管理者の承認を受けたとき

は、この限りでない。 
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（損害賠償の義務） 

第19条 利用者又は入館者は、故意又は過失によりセンターの施設又は附属設備を損傷

し、又は滅失したときは、それによって生じた損害を賠償しなければならない。ただ

し、市長が特別の理由があると認めるときは、この限りでない。 

（委任） 

第20条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成20年４月１日から施行する。ただし、第15条第４項の規定は、公布

の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までにこの条例による改正前の佐野市総合ボランティアセ

ンター条例の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例による改正後の

佐野市市民活動センター条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

 

別表（第15条関係） 

区分 金額 

ロッカー １個１月につき100円

備考 

１ 利用期間が１月に満たないときは１月、利用期間に１月未満の端数があるときはその

端数を１月とする。 

２ 利用料金の額には、消費税額と地方消費税額との合計額に相当する額を含む。 
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６ 佐野市市民活動推進委員会規則 

平成19年12月21日規則第76号 

改正 

平成21年3月31日規則第26号 

佐野市市民活動推進委員会規則 

（趣旨） 

第１条 この規則は、佐野市市民活動推進条例（平成19年佐野市条例第44号。以下「条

例」という。）第11条第７項の規定に基づき、佐野市市民活動推進委員会（以下「委員

会」という。）の組織及び運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

（委員長及び副委員長） 

第２条 委員会に委員長及び副委員長１人を置き、委員の互選によりこれらを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第３条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

４ 委員会は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の者の出席を求めて、その意

見又は説明を聴くことができる。 

（会議の公開） 

第４条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、公開とする。ただし、委員長は、次

の各号のいずれかに該当する場合は、会議の一部又は全部を非公開とすることができ

る。 

(１) 会議の内容が佐野市情報公開条例（平成17年佐野市条例第８号）第６条第１号又

は第２号に係るものであるとき。 

(２) 会議を公開することにより当該会議の公正かつ適正な議事運営に著しい障害が生

ずることが明らかに予想されるとき。 

（庶務） 

第５条 委員会の庶務は、行政経営部市民活動促進課において処理する。 

（その他） 

第６条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。 
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（会議の招集の特例） 

２ この規則の施行の日以後又は委員の任期満了後最初に開かれる会議は、第３条第１項

の規定にかかわらず、市長が招集する。 

（佐野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等の支給に関する規則の一部

改正） 

３ 佐野市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等の支給に関する規則（平成

17年佐野市規則第49号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

附 則（平成21年３月31日規則第26号） 

この規則は、平成21年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年３月31日規則第22号） 

この規則は、平成26年４月１日から施行する。 
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７ 佐野市市民活動推進委員会委員名簿                （敬称略） 

 № 氏  名 所    属 任命期間 

市

民

活

動

識

見

者 

１ 篠崎 利夫 佐野日本大学高等学校 H30.4.30まで 

２ 土崎 雄祐 国立大学法人茨城大学社会連携センター H30.5.1から 

３ 中田 裕久 栃木県NPO協会 H30.4.30まで 

４ 日景   仁 佐野日本大学高等学校 H30.5.1から 

５ 松崎 勇人 佐野日本大学短期大学 H30.4.30まで 

市

民

活

動

実

践

者 

６ 大木 美智子 
メンタルヘルスボランティアグループ

「フレンド」 
 

７ 奥  利文 公益社団法人佐野法人会 青年部会  

８ 小倉 徳次 佐野市ボランティア協会  

９ 片柳 由香 NPO法人パブリックサポートセンター  

１０ 熊倉 幸太郎 佐野市社会福祉協議会  

１１ 五賀 幹正 佐野市町会長連合会  

１２ 須田 次雄 ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱ｲｵﾝｽﾀｲﾙ佐野新都市店 H30.9.30まで 

１３ 桜井 茂 ｲｵﾝﾘﾃｰﾙ㈱ｲｵﾝｽﾀｲﾙ佐野新都市店 H30.10.1から 

１４ 永島 徹 NPO法人風の詩   

公

募

者 

１５ 足立 由美子 公募委員 H30.5.1から 

１６ 大和田 正勝 公募委員 H30.5.1から 

１７ 武政 康子 公募委員  

１８ 廣瀬 幹雄 公募委員  

１９ 宮森 勝市 公募委員 H30.4.30まで 

２０ 村野 利雄 公募委員  
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８ 佐野市市民活動推進本部設置要綱 

平成29年7月12日佐野市訓令第15号                  

   佐野市市民活動推進本部設置要綱 

（設置） 

第１条 市民活動（佐野市市民活動推進条例（平成１９年佐野市条例第４４号）第２条第１項

に規定する市民活動をいう。以下同じ。）に関する施策を総合的に推進するため、佐野市市

民活動推進本部（以下「本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 市民活動推進計画の策定及び推進に関すること。 

(２) 市民活動の推進に係る総合調整に関すること。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、市民活動の推進に関し必要があると認める事務 

（組織） 

第３条 本部は、本部長、副本部長及び本部委員をもって組織する。 

２ 本部長は行政経営部の所管に属する事務を担任する副市長を、副本部長は行政経営部長を、 

 本部委員は別表第１に掲げる職員をもって充てる。 

（本部長及び副本部長） 

第４条 本部長は、本部の事務を総理し、本部を代表する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、又は本部長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（会議） 

第５条 本部の会議は、本部長が招集し、本部長が議長となる。 

２ 本部は、必要があると認めるときは、会議に構成員以外の者の出席を求めて、その意見又

は説明を聴くことができる。 

（幹事会） 

第６条 本部に、その定めるところにより、幹事会を置く。 

２ 幹事会は、次に掲げる事務をつかさどる。 

(１) 市民活動推進計画の原案を作成すること。 

(２) 前号に掲げるもののほか、市民活動推進に関し本部が指定する事務 

３ 幹事会は、幹事長、副幹事長及び幹事をもって組織する。 

４ 幹事長は行政経営部長を、副幹事長は市民活動促進課長を、幹事は別表第２に掲げる職員

をもって充てる。 

５ 幹事長は、幹事会の事務を掌理する。 

６ 副幹事長は、幹事長に事故があるときは、その職務を代理する。 

７ 前条の規定は、幹事会について準用する。この場合において、同条第１項中「本部長」と

あるのは、「幹事長」と読み替えるものとする。 

（庶務） 

第７条 本部の庶務は、行政経営部市民活動促進課において処理する。 

 （その他） 

第８条 この訓令に定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が本部に諮っ

て定める。 

附 則 

この訓令は、公布の日から施行する。 
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  附 則（平成３０年３月３０日訓令第８号） 

 この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第３条関係） 

総合政策部長 市民生活部長 こども福祉部長 健康医療部長 産業文化部長  

観光スポーツ部長 都市建設部長 教育総務部長 

 

別表第２（第６条関係） 

政策調整課長 財政課長 行政経営課長 人事課長 環境政策課長 社会福祉課長  

医療保険課長 産業立市推進課長 観光立市推進課長 都市計画課長 教育総務課長 

  一部改正（平成３０年訓令８号） 

 

９ 佐野市市民活動推進本部委員名簿 

平成３０年４月１日現在 

No 役 職 職  名 氏 名 

１ 本 部 長 副 市 長 飯塚  久 

２ 副本部長 行政経営部長 金子 好雄 

３ 本部委員 総合政策部長 加藤 栄作 

４ 本部委員 市民生活部長 中里  勇 

５ 本部委員 こども福祉部長 齋川 一彦 

６ 本部委員 健康医療部長 髙松 敏行 

７ 本部委員 産業文化部長 小野  勉 

８ 本部委員 観光スポーツ部長 松本  仁 

９ 本部委員 都市建設部長 青木 正典 

10 本部委員 教育総務部長 大木  聡 
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